
  公益社団法人徳島県労働者福祉協議会定款 
   

第７章 資産及び会計 

（事業年度） 

第３４条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第３５条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類につ

いては、毎事業年度の開始の日の前日までに、会長が作成し、理事会の承認を受けなければ

ならない。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、一般

の閲覧に供するものとする。 

（会計の原則） 

第３６条 この法人の会計は、一般に公正妥当と見られる会計の慣行に従うものとする。 

２ この法人の会計処理に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める経理規程によるも

のとする。 

３ 特定費用準備資金及び特定の資産の取得又は改良に充てるために保有する資金の取扱いにつ

いては、理事会の決議により別に定める。 

（事業報告及び決算） 

第３７条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作成し、

監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時会員総会に提出し、第１号及び第２号

の書類についてはその内容を報告し、第３号から第６号までの書類については承認を受けな

ければならない。 

一 事業報告 

二 事業報告の附属明細書 

三 貸借対照表 

四 損益計算書（正味財産増減計算書） 

五 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

六 財産目録 

２ 前項の規定により報告され、又は前項の規定により承認を受けた書類のほか、次の書類を主

たる事務所に５年間、一般の閲覧に供するとともに、定款、会員名簿を主たる事務所に備え置

き、一般の閲覧に供するものとする。 

一 監査報告  

二 理事及び監事の名簿 

三 理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類 

四 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載し

た書類 

（長期借入金及び重要な財産の処分又は譲受け） 



第３８条 この法人が資金の借入れをしようとするときは、その事業年度の収入をもって償還する短

期借入金を除き、理事会の決議及び総会において、会員総数の３分の２以上の決議を経なけ

ればならない。 

２ この法人が重要な財産の処分又は譲受けを行う場合も、前項と同様の手続きを経なければな

らない。 

（公益目的取得財産残額の算定） 

第３９条 会長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第４８条の規定に

基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産残額を算定し、第３７

条第２項第４号の書類に記載するものとする。 


